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近年は、「2050 年カーボンニュートラル」が世界の国家レベルの共通目標として設定

され、現在、官民が巨額の資金を投入してその実現を目指している。人為的な主要温室

効果ガスである CO2 の排出量は、世界全体で現在 368 億トンにまで達しているが、排

出起源別に見ると、発電部門に続いて産業部門、中でも基盤材料産業、特に鉄鋼業の排

出する CO2 が占める割合は大きく、日本では産業部門の 40％を占めている。鉄鋼業の

脱炭素対策が、日本全体がカーボンニュートラルを実現できるかどうかの鍵を握ってい

るといっても過言ではない。 

鉄鋼生産では高炉での酸化鉄の還元に炭素（コークス）を使用するため、高炉プロセ

スで必ず CO2 が発生してしまう。鉄鋼業は、年間で「億トン」単位の莫大な生産量の

ため、CO2 の排出量も膨大になり、基礎素材である鉄鋼材料の社会への供給義務を果

たしつつ生産プロセスを「大転換」して CO2 排出の少ないプロセスにしなければなら

ないという重大な課題に直面している。[1] 

日本の鉄鋼業は、世界初の高炉ベースでの水素還元技術開発と CO2 分離回収製鉄法

の組み合わせによって、「COURSE50」研究開発プロジェクトを進めてきた[2]。現在は、

後継プロジェクト「Super COURSE 50」を 2021 年からグリーンイノベーション基金事

業に移行して推進している。高炉法において製鉄プロセスから CO2 排出を 50%以上の

削減を実現する技術実証にむけて研究開発を進めている。 

しかし世界の鉄鋼業への貢献という観点からは日本の技術的挑戦は極めて重要かつ

意義のある取り組みと評価できるが、直面する課題として、現行の粗鋼生産規模に必要

なグリーン水素が十分に確保できるか、排出される CO2 を分離回収した分の十分なＣ

ＣＳ貯留量が確保可能か、の 2 点が挙げられる。[3] 
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